
 

 

 

 

 

令和５年第２回宇都宮市公平委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          日 時  令和５年３月３０日（木）午前１０時００分 

場 所  宇都宮市役所 執行部棟１６階 １６B 会議室 

 

 

 



 

 

令和５年第２回宇都宮市公平委員会次第 

 
令和５年３月３０日（木）午前１０時００分  

  宇都宮市役所 執行部棟１６階 １６B 会議室 
 

１ 開 会 

 

２ 議事録署名委員の指定 

 

３ 議事日程の説明 

 

４ 議 事 

日程第１ 議案第１号 事務職員の任免について 

日程第２ 議案第２号 職員相談員の任免について 

日程第３ 議案第３号 管理職員等の範囲を定める規則の一部改正 

日程第４ 議案第４号 ワークライフいきいきアクションプラン～仕事と育 

児の両立・女性職員の活躍推進を目指して～の一部改正について 

  日程第５ 勤務条件に関する措置の要求について 

 

５ その他 

 

６ 閉 会 

 

 



 

議案第１号 

   事務職員の任免について 

 次の者を令和５年４月１日付けで宇都宮市公平委員会事務職員に併任し，又

は併任を免ずる。 

  令和５年３月３０日提出 

 

委員長 橋 本 賢二郎 

 

１ 併任する者 

⑴ 事務職員（書記長）に併任する者 

    事務職員 荒 木 義 行 

 

⑵ 事務職員（書記）に併任する者 

   事務職員 室 井 光 一 

 

⑶ 事務職員（書記）に併任する者 

   事務職員 石 井 孝 幸 

 

 ⑷ 事務職員（書記）に併任する者 

   事務職員 齋 藤   佳 

 

 

２ 併任を免ずる者 

⑴ 事務職員（書記長）の併任を免ずる者 

    事務職員 山 川 治 人   

 

⑵ 事務職員（書記）の併任を免ずる者 

   事務職員 平 間 克 之 

 

⑶ 事務職員（書記）の併任を免ずる者 



3 

   事務職員 中 村 有 希 

 

⑷ 事務職員（書記）の併任を免ずる者 

   事務職員 山 根 奈 波 

 



 

議案第２号 

   職員相談員の任免について 

 次の者を令和５年４月１日付けで職員相談員に命じ，又は職員相談員を免ず

る。 

  令和５年３月３０日提出 

 

委員長 橋 本 賢二郎 

 

１ 職員相談員に命じる者 

⑴ 事務職員（書記長）  荒 木 義 行 

⑵ 事務職員（書 記）  室 井 光 一 

⑶ 事務職員（書 記）  石 井 孝 幸 

 ⑷ 事務職員（書 記）  齋 藤   佳 

 

２ 職員相談員を免ずる者 

⑴ 事務職員       山 川 治 人 

⑵ 事務職員       平 間 克 之 

⑶ 事務職員       中 村 有 希 

⑷ 事務職員       山 根 奈 波 

 

 



 

議案第３号 

   管理職員等の範囲を定める規則の一部改正 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように制定す

る。 

  令和５年３月３０日提出 

 

委員長 橋 本 賢二郎 

 

   管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年公平委員会規則第２号）の一部

を次のように改正する。 

 別表市長部局の部本庁の款中「部長 局長 参事 次長 副参事 課長 室

長」を「部長 参事 次長 副参事 課長 所長 室長」に改め，同款行政総

務課の項中「行政総務課」を「行政経営課」に改め，同款経営管理課の項を削

り，同款政策審議室の項中「係長」の右に「，主査」を加え，同部出先機関の

款市政研究センターの項を削り，同款国際交流プラザの項を次のように改める。 

別表市長部局の部出先機関の款保健所の項中「副所長 課長」を「副所長 

副参事 課長」に改める。 

   附 則 

 この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

 
多文化共生推進課 課長  



管理職員等の範囲を定める規則新旧対照表  
 

現   行 改 正 案 
 別表（抜粋） 

機関 職 
市長部局 本庁  部長 局長 参事 次長

副参事 課長 室長 主幹

課長補佐 室長補佐 副主

幹及び総務担当主査（人事，

服務，組織又は定員に関す

る事務を担当するものに限

る） 

行政総務課 係長 

経営管理課 係長 

財政課 係長 

政策審議室 係長（政策の立案又は総合

調整に関する事務を担当す

る者に限る。） 

出先機関 
 

市政研究セン

ター 

副所長 

消費生活セン

ター 

所長 

国際交流プラ

ザ 

所長 

保健所 所長 副所長 課長 室長

主幹 課長補佐 副主幹 
 

 別表（抜粋） 
機関 職 

市長部局 本庁  部長 参事 次長 副参事

課長 所長 室長 主幹

課長補佐 室長補佐 副主

幹及び総務担当主査（人事，

服務，組織又は定員に関す

る事務を担当するものに限

る） 

行政経営課 係長 

財政課 係長 

政策審議室 係長，主査（政策の立案又

は総合調整に関する事務を

担当する者に限る。） 

出先機関 

 

消費生活セン

ター 

所長  

多文化共生推

進課 

課長 

保健所 所長 副所長 副参事 課

長 室長 主幹 課長補佐

副主幹 
 

 

別紙１ 



 

議案第４号 

   ワークライフいきいきアクションプラン～仕事と育児の両立・女性職員

の活躍推進を目指して～の一部改正について 

 ワークライフいきいきアクションプランを次のように一部改正する。 

  令和５年３月３０日提出 

 

委員長 橋 本 賢二郎 

 

   ワークライフいきいきアクションプラン～仕事と育児の両立・女性職員

の活躍推進を目指して～               別紙のとおり 

 



２５５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．現行計画の取組状況
（１）宇都宮市職員楽しい子育て応援計画（平成２７年度～令和元年度） 

① 現行計画の目標値に関する結果 
・ 育児休業取得率→〔男性〕目標値 13.0%（R1） 策定時 3.3%（H25）⇒現状値 6.4%（H30） 

〔女性〕目標値 100.0%（R1） 策定時 100.0%（H25）⇒現状値 100.0%（H30） 
・ 子どもの出生時における男性職員の特別休暇取得率→目標値 100.0%（R1） 策定時 88.0%（H25）⇒現状値 84.0%（H30） 
・ 年次休暇平均取得日数→目標値 15.0 日（R1） 策定時 13.0 日（H25）⇒現状値 13.8 日（H30） 

 
② 基本方針ごとの取組状況 
≪基本方針１≫ 男性も女性も共に協力し合う子育ての推進 
子育て応援ハンドブックの周知，育児参加計画表の活用，子の看護休暇の取得可能範囲の拡大など 

≪基本方針２≫ 子育てを応援する職場風土づくり 
 ワーク・ライフ・バランス推進の重要性に係る啓発，管理職の目標管理項目における労働時間縮減に係る目標設定を必須化など 
≪基本方針３≫ 職員の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 
スイッチオフデーの積極的推進や年次休暇計画表の活用など 

 
（２）宇都宮市女性職員活躍推進アクションプラン（平成２７年度～令和元年度） 

① 基本指標の進捗状況 
・ 管理職（行政職）における女性の割合→目標値 15.0%（R1） 策定時 7.2%（H26）⇒現状値 15.1%（R1） 
・ 男性の育児休業取得率→目標値 13.0%（R1） 策定時 3.3%（H25）⇒現状値 6.4%（H30） 
 

② 施策の方向ごとの取組状況 
≪施策の方向Ⅰ≫ 「キャリア形成支援による女性職員の育成」を目指して 
（指標）総括に占める女性職員の割合→目標値 35.0%（R1） 策定時 29.4%（H26）⇒現状値 34.2%（R1） 
（取組状況）女性職員を対象にした研修，ロールモデル等との交流の場「Ｍｉｙａ Ｊｏきらめきネット」事業の実施 
≪施策の方向Ⅱ≫ 「職員の能力を十分に発揮できる組織づくり」を目指して 
（指標）所属におけるキャリア支援に関わる面談の実施率→目標値 100.0%（R1） 策定時 100.0%（H26）⇒現状値 100.0%（H30） 
（取組状況）管理職を対象にしたキャリア支援やワーク・ライフ・バランス等をテーマとした研修の実施 
≪施策の方向Ⅲ≫ 「仕事と生活の両立に向けた環境づくり」を目指して 
（指標）ワーク・ライフ・バランスの満足度→目標値 100.0%（R1） 策定時 63.7%（H26）⇒現状値 65.1%（R1） 
（取組状況）休暇・休業制度の利用促進や管理監督者のマネジメント研修 

３．「女性活躍推進法」に基づく，データからみる現状  
① 男性の育児参加促進 
 ・ 男性の育児休業の取得率が本市目標に届いておらず，国が目指す取得率には至っていない。 

男性の育児休業取得率 目標：13.0%（R1）策定時 3.3%（H25） ⇒ 現状値 6.4%（H30）  
男性の育児休業の取得日数の分布状況→ H30 年度に育休を取得した男性職員６人のうち，１５日以下は４人。 

・ 妻の出産休暇及び育児参加休暇の取得率が本市目標 100%に届いておらず，取得可能日数の完全取得にも至っていない。 
「育児関連特別休暇」の取得率  → 84.0%（H30） 
「育児関連特別休暇」の平均取得日数 → 3.3 日（H30） 
「育児関連特別休暇」を５日以上使用した割合 → 31.9%(H30) ※最長７日間の取得が可能 
 

② 年次休暇の取得状況 
・ 年次休暇の平均取得日数は増加しているものの，取得日数が年間５日に達していない職員がいる。 
  年次休暇の平均取得日数および取得率→ 策定時 H26：13.0 日，65.0% ⇒ 現状値 H30:13.8 日，69.0% 
 

③ 超過勤務の状況 
 ・ 月４５時間を超える超過勤務を行った職員の割合が年間を通じて，2～12%で推移している。 

月４５時間を超える超過勤務を行った職員の割合 
   → 最も多い月：12.6%  最も少ない月：1.8% 

 

ワークライフいきいきアクションプラン ～仕事と育児の両立・女性職員の活躍推進を目指して～【概要版】 

第２章 現状と課題 

第１章 策定にあたって 

２．職員意識調査からみる現状 
（１） 宇都宮市職員楽しい子育て応援計画（平成２７年度～令和元年度） 

① 子育て支援について≪基本方針１，２関連≫ 
・ 男性職員の育児休業や特別休暇の未取得の理由→「職場への迷惑」など仕事面の影響を挙げる職員が３～４割程度いる。 
・ 育児休業取得者が不安に感じたこと→〔男性〕「職場への影響」，「職場の理解」 〔女性〕「復帰時に仕事に馴染めるか」 
・ 男性の育児についての考え方→〔男性〕「休暇等を多く取得して育児に参加した方がよい」が最多 

〔女性〕「突発的な状況に対して，休暇諸制度を柔軟に活用した方がよい」が最多 
・ 職場における男性職員の育児参加への支援実施状況 
→〔管理職〕「上司からのＷＬＢ推進呼びかけ」が最多〔監督職〕〔一般職〕「何をやっているかわからない」が最多 

・ 男性の育児休業や子育て関連制度利用に必要なこと→代替職員の確保，上司・同僚への意識づけ，職場風土づくり 
 
② ワーク・ライフ・バランスの推進について≪基本方針３関連≫ 
・ 年次休暇を取得しにくいと感じる理由→「職場への迷惑」，「業務への影響」，「業務多忙」など 
・ 年次休暇の取得に関する感じ方→管理職と比較して監督職，一般職は年休を取りにくいと感じている職員の割合が高い。 
・ ＷＬＢに満足と回答した割合→職位の低い職員ほどワーク・ライフ・バランスの満足度が低い。 
・ 長時間労働に関する感じ方→仕事の成果のためには長時間労働をいとわない職員が２割以上いる。 
・ 長時間労働の是正や年次休暇取得促進に必要なこと→業務の効率化やスクラップアンドビルドなど 

 
（２） 宇都宮市女性職員活躍推進アクションプラン（平成２７年度～令和元年度） 

① キャリア形成支援による女性職員の育成を目指して≪施策の方向Ⅰ関連≫ 
・ 昇任に対する意識の男女差→総括・専任の昇任試験受験状況＊や職員意識調査から女性の昇任希望割合は男性と比較して低い。 
              ＊〔男性〕32.6%〔女性〕25% (R1) 
・ 昇任を望まない理由 
→ 適性や能力を要因として挙げる職員の割合が多いが，特に，女性職員は「家庭との両立に対する負担感」を挙げるものが多
く，４割を超えている。 

 
② 職員の能力を十分に発揮できる組織づくりを目指して≪施策の方向Ⅱ関連≫  
・ 性別による固定的役割分担の意識→男女ともに３割前後の職員が事務分担に男女の偏りがあると認識している。 
・ 上司から部下へのキャリア支援→キャリア展望を描けていないと感じている職員が約半数おり，昇任について上司からの期待 
を感じていない職員が３割を超えている。 

 
③ 仕事と生活の両立に向けた環境づくりを目指して≪施策の方向Ⅲ関連≫ 

     ※ 「（１）子育て応援計画②ワーク・ライフ・バランスの推進について」における現状と同様 

④ 採用における女性職員の確保 
・ 消防職において，採用した職員に占める女性職員の割合が伸び悩んでいる。 

   採用した職員に占める女性職員の割合（H27～H31） 
    事務職：45.9%  技術職：26.6%  消防職：3.5% 

 採用試験の受験者の総数に占める女性職員の割合（H27～H30） 
事務職：41.3%  技術職：26.7%  消防職：6.9% 

 
⑤ ハラスメント防止対策の整備状況 
 ・ ハラスメント関連指針の策定→ハラスメントをなくすために認識すべき事項についてまとめた指針等を策定（H30） 
・ 相談体制の整備→セクハラに限定されていた相談窓口を拡充し，全てのハラスメントに対応(H30～) 
・ 研修の実施→セクハラに限定されていた研修内容を全てのハラスメントに拡充し，管理監督職向けに実施(H27～) 

３．計画の位置づけ 
（１）国（法律）における位置づけ 

・ 「次世代育成支援対策推進法」に基づき策定する特定事業主行動計画＊ 
・ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき策定する特定事業主行動計画 ＊ 
＊ 宇都宮市長，宇都宮市議会議長，選挙管理委員会，公平委員会，代表監査委員，農業委員会，固定資産評価審査委員会委員長，

消防長，上下水道事業管理者，教育委員会の１０の特定事業主が連名で策定 
 

（２）本市関連計画における位置づけ 
・ 「第６次宇都宮市総合計画基本計画」の分野別計画「１ 未来都市の実現に向けた各政策の柱」の政策の柱「Ⅲ『安全・安心
の未来都市』の実現に向けて（安心・協働・共生 分野）」の基本施策「１２ 相互理解の促進による共生社会を形成する｣，「２ 
各政策の柱を支える行政経営基盤」の基本施策「２４ 強固な行政経営基盤を確立する」を実現するための計画 

・ 総合計画の実現に向けた，本市職員の人材育成の指針を定めた「宇都宮市人材育成基本方針」の目標達成に向けた女性職員の
活躍推進に係る行動計画 

・ 「第４次宇都宮市男女共同参画行動計画」の基本目標「さまざまな分野における男女共同参画の推進」のための行政分野にお
ける本市組織内部の計画 

 
４．計画期間   

令和２年度～令和７年度（６か年） 

１．策定の趣旨  
長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の実現を目的として，改正された「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関

する法律」の趣旨を踏まえ，職員が活き活きと仕事と子育てに取り組むことのできる働きやすい職場環境の整備とともに，女性
活躍推進法施行後３年の見直しにより重点課題とされた「男性の家事・育児参加の促進」や「性別にとらわれない職務の機会の
付与」などに対応し，多様な人材の誰もが「働きやすさ」も「働きがい」も感じながら働ける職場環境づくりに積極的に取り組
む必要があることから，両計画を改定するもの。 
※ 改定にあたっては，計画の背景や課題等が密接に関連することから「宇都宮市職員楽しい子育て応援計画」及び「宇都宮

市女性職員活躍推進アクションプラン」を統合する。 
 

２．計画の背景 
・ 働き方改革の総合的かつ継続的推進 

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」の公布に伴い，超過勤務の上限規制が導入されるなど，仕事と
育児等に両立して取り組むことができる職場環境づくりがより求められている。 

・ 男性の育児参加の促進 
事業主として，職員が出産・育児に対して希望を持ち，ワーク･ライフ・バランスが図れる環境の整備が求められており，国に

おいては，男性の１か月以上の育児休業取得が可能な職場を目指し，人事評価への反映などが実施される予定である。 
・ ハラスメント防止対策 

「労働施策総合推進法」が改正され，令和２年６月より，パワハラ防止のための事業主の雇用管理上の措置義務等が求められる。

１
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ワークライフいきいきアクションプラン ～仕事と育児の両立・女性職員の活躍推進を目指して～【概要版】 

１．計画のスローガン  

 

 

 
     
２．成果指標の設定 
≪施策の方向Ⅰ≫ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環境づくり 
・ ワーク・ライフ・バランスの満足度 現状値 65.1％（R1）→目標値 70.0％（R7） 
・ 子どもの出生時における男性職員の特別休暇取得率 現状値 84.0％（H30）→目標値 100％（R7） 
・ 職員（男女）の育児休業取得率  男性：現状値 17.2％（R3）→目標値 60％（R7） ※R5.3 月改定 

女性：現状値 100％（R3） →目標値 100％（R7） 
 
≪施策の方向Ⅱ≫ キャリア・デザインの実現に向けた人材育成の強化 
・ 管理職（行政職）の女性割合 ※R5.3 月改定 
   将来像：管理職の男女比が，職員構成の男女比となることを目指す。 
   通過点：現状値 15.2％（R4）→目標値 30.0％（R7） 
・ 女性の総括・専任昇任試験受験割合 現状値 25.0％（R1）→目標値 35.0％（R7） 

  

≪施策の方向Ⅲ≫ ハラスメントのない良好な職場環境づくり 

すべての職員が互いに支え合いながら 

仕事と生活の両立を実現し 

やりがいを持って活躍できる職場環境を目指して 

４．課題の抽出 

子育て…次世代法に関連する課題 女活…女性活躍推進法に関連する課題

① 仕事と家庭の両立支援の強化 

・ 管理職への昇任を望まない理由について，男性職員と比較し，女性職員では「仕事と家庭との両立への不安」

が特に大きく（39.1％），これら不安を取り除くため，家庭との両立などから時間に制約がある状況であって

も，キャリア・アップを目指すことができる職場環境の実現に向け，働き方の見直しに取り組む必要がある。

女活 

 ・ 各職場においてワーク・ライフ・バランスを推進していくために，管理監督職のマネジメント力を強化して

いく必要がある。子育て 女活 

② 職員の子育てを支援する職場風土づくり 

・ 職員がお互いにフォローし合う協力体制の構築のため，育児支援に関する全職員の理解を深めていく必要が

ある。子育て  

・ 家庭との両立支援制度（育休や育児関連休暇など）の取得にあたっては，自分が不在になることで「職場や

業務に影響が及ぶことへの不安」が最大の阻害要因となっており，全ての職員が柔軟に休暇・休業制度を取得

できる職場風土づくりに取り組む必要がある。子育て 女活  

・ 各所属において，職員の育児参加を積極的に推進するために，管理監督職の意識醸成に取り組む必要がある。

子育て 女活 

 ・ 職員が育児休業等を取得する際の代替職員の確保など，職員が仕事と子育てを両立できるよう業務体制の整

備に取り組む必要がある。子育て 

 ・ 育児休業取得者が職場復帰する際の不安や負担を軽減するための支援を行っていく必要がある。子育て 

 ・ 男性職員がより積極的に育児を実践するための支援を行っていく必要がある。子育て 

③ 業務の効率化や生産性の向上  

・ 仕事の成果のためには長時間労働をいとわない考え方の是正や労働時間短縮に向けた職員の意識醸成に取り

組む必要がある。子育て 女活 

・ 無駄や非効率な業務はないかといった視点での業務の改善・効率化に向け，時間単位の生産性向上に取り組

む必要がある。子育て 女活 

④ 職員のキャリア意識の醸成 

・ 「自分の能力」や「職務適性への不安」から，管理職への昇任を望まない職員やキャリア展望を描けていな

い職員，昇任について上司からの期待を感じていない職員が多い傾向にあることから，能力育成の機会の充実

や早期からのキャリア意識の醸成が必要である。女活 

⑤ 性別や時間的制約に偏らない意識の醸成  

・ 家庭との両立への過度な配慮などから，無意識のうちに，事務分担の割り振りに男女の偏りがあると，業務

の経験差が生じてしまうことから，能力などに応じた適切な業務分担を行うため，管理監督職に向けたマネジ

メント能力の育成を図る必要がある。女活 

⑥ 人材の確保 

・ 技術職や消防職など，女性受験者の増加に向けた取組が必要である。女活 

⑦ ハラスメント防止対策の強化  

・ 法の趣旨を踏まえ，ハラスメントのない，全ての職員が働きやすい職場環境整備に取り組む必要がある。 

子育て 女活 

第２章 現状と課題（つづき） 

第３章 施策の方向性 

・「人事管理検討委員会・女性職員活躍推進委員会」（構成員：行政経営部長，各部局次長級職，

各特定事業主代表，女性職員代表）を設置し，本計画の進捗管理等を行う。 
・毎年，特定事業主行動計画の進捗状況をまとめ，推進組織に報告するとともに，職員への情報

共有を図る。さらに，市民に対しても「見える化」を図るため，成果指標などを毎年公表してい

く。 

第５章 推進体制 

第４章 施策の展開 

施策の方向 施 策 事 業

１ 休暇・休業制度の周知の徹底（継続） 

２ 年休促進週間の設定・連続休暇等の促進（継続） 

３ 年次休暇計画表の活用（継続） 

４ 勤務時間管理の徹底（拡充） 

５ 組織を超えた応援の促進・業務の平準化（継続）        

６ 超過勤務事前命令・事後確認の徹底（継続） 
７ スイッチオフ day の徹底（継続） 

８ テレワークの試行実施（新規） 

18 育児休業中の情報提供（継続） 
19 代替職員の確実な配置（拡充） 

20 育休明け職場復帰時のフォローアップ（拡充） 

21 子ども参観の実施（継続） 

14 育児休業の取得に向けた周知徹底（継続）      

15 育児を行う職員と上司との面談の実施（拡充）        

16 育児休業取得時の収入モデルケースの提示（新規）     

17 育児期にある職員向けの座談会の実施（拡充）  

11 業務プロセスの可視化による業務効率化（拡充）      

12 目標管理を通した業務の効率化（拡充）       

13 研修におけるスクラップ＆ビルドの視点の強化（拡充）  

９ 職員間の協力・協働を推進する職場風土づくり（新規）   

10 ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた情報発信(継続)  

22 キャリア・デザイン研修の実施（拡充）  

23 キャリア・アップ研修の実施（拡充）  

24 女性職員を対象にした派遣研修の実施（継続）  

25 キャリア意識醸成に向けた各種面談の実施（継続） 

26 幅広い分野への配置による経験付与（継続）  

28 各種機会を捉えた求職者への魅力ＰＲ（継続）          

27 「Ｍｉｙａ Ｊｏきらめきネット」活動の充実（拡充） 

29 「性別等に対する無意識の固定観念・思い込み等」の解消の

取組（拡充） 

30 評価者向け目標管理，人材育成研修の実施（新規） 

31 キャリア支援補完ツールの作成（新規） 

32 ハラスメント防止体制の周知（継続） 

33 ハラスメント防止研修の実施（継続） 

34 ハラスメント防止に関する人事評価への適切な反映(新規) 

※太字ゴシックは重点事業 

Ⅰ ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた

職場環境づくり 

Ⅱ キャリア・デザイン

の実現に向けた人材育

成の強化 

Ⅲ ハラスメントのない

良好な職場環境づくり 

２ 超過勤務の縮減 

３ 柔軟な働き方の整備 

４ 組織におけるワーク・ライフ・バ

ランスの浸透 

１ 年次休暇の取得促進 

５ 生産性の向上 

７ 子育ての両立支援の充実 

６ 男性職員の育児の促進 

８ キャリア意識の醸成 

９ ロールモデル・ネットワーク形成

によるキャリア支援 

１０ 女性職員の積極的な確保 

１１ 上司から部下へのキャリア支

援の強化 

１２ ハラスメントをしない・させな

い・ゆるさない職場環境づくり 

女活に関連する施策 

子育て・女活に関連する
施策 

子育て・女活に関連する
施策 
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議案第５号 

   勤務条件に関する措置の要求について 

  令和４年措要第１号事案勤務条件に関する措置の要求を次のように判定 

し，要求者に送付する。 

  令和５年３月３０日提出 

 

委員長 橋 本 賢二郎 

 

別紙のとおり 

 


